
２ 職員の給与の状況 

 

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区分 
住民基本台帳人口 

(令和８年 1月 1

日) 

歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

令和６年度の 

人件費率 

令和７ 

年度 
82,730 人 

36,628,836 

千円 

1,097,261 

千円 

6,580,663 

千円 
18.0％ 19.3％ 

 

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区分 職員数 

Ａ 

給与費 
一人当たり 

給与費 Ｂ／Ａ 給料 職員手当 
期末・勤勉 

手当 

計 

 Ｂ 

令和７ 

年度 

637 人 

(26) 

2,446,381

千円 

1,016,187 

千円 

1,119,996 

千円 

4,582,564 

千円 

7,193 

千円 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ 職員数は、令和７年４月１日現在の人数です。 

３ ( )内の数字は、再任用短時間勤務職員であり、外数です。 

４ 類似団体平均の額は、令和７年度の値です。 

 

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 



（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を

同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経

験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の

俸給月額を１００として計算した指数です。 

   ２（ ）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。

地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域にお

ける国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の

支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。 

    （補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）/（1

＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出します。） 

３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラス

パイレス指数を単純平均したものです。 

   ※ 令和７年４月１日のラスパイレス指数が 100 を超えている理由 

 給与水準は国家公務員とほぼ同水準ですが、国家公務員と比べると高

卒の高位級職員がいること等が要因です。 

 

(4) 給与改定の状況 

 ①月例給 

区分 
綾瀬市 

給与改定率 

神奈川県 

給与改定率 

（参考） 

国の改定率 

令和７年度 3.24％ 3.09％ 3.30％ 

 

 ②特別給（期末・勤勉手当） 

区分 
綾瀬市 

年間支給月数 

神奈川県 

年間支給月数 

（参考） 

国の年間支給月数 

令和７年度 4.65 月 4.65 月 4.65 月 

 

(5) 給与制度の見直しの実施状況について 

【概要】国の給与制度の見直しにおいては、初任給の引き上げ、前年を上

回る給料の増額改定及び駐車場等の利用に対する通勤手当の新設等に取

り組むとされています。 

 

 

 

 

 



① 給料表の見直し 

 [実施] 

 （給料表の改定実施時期）令和７年４月１日 

 （内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均

3.24％の引上げを行いました。技能労務職の給料表については、一般

行政職との均衡を踏まえて見直しを実施しました。 

 

 

② 通勤手当の見直し 

 ［実施］ 

距離区分の手当額の引上げ及び駐車場等の利用に対する通勤手当を

新設しました。（令和８年４月１日実施） 

 

③ その他の見直し内容 

［実施］ 

   特殊勤務手当について、災害応急業務手当の手当額を引き上げました。

（令和８年４月１日実施） 

 

(6) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

（令和８年４月１日現在） 

①  一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

綾瀬市 39.6 歳 325,483 円 445,416 円 379,927 円 

神奈川県 42.5 歳 329,834 円 445,821 円 391,360 円 

国 41.9 歳 332,237 円 414,480 円 - 

※「神奈川県」および「国」は、令和７年４月１日現在の値です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



②  技能労務職 

区分 

公務員 民間 参考 

平均 

年齢 

職員数 

(人) 

平均給料 

月額(円) 

平均給与 

月額(A) 

平均給与 

月額 

(国比較 

ﾍﾞｰｽ) 

対応する 

民間の 

類似職種 

平均 

年齢 

(歳) 

平均給与 

月額(B) 
A／B 

綾瀬市 55.4 24 357,295 442,678 407,744 ― ― ― ― 

 
うち清掃

職員 
54.5 17 361,435 434,959 415,124 

廃棄物処理業 

従業員 
48.0 320,600 1.35 

 
うち道路

整備員 
54.8 5 352,440 458,375 373,483 ― ― ― ― 

 
うち施設

作業員 
― ― ― ― ― ― ― ― ― 

神奈川県 52.8 246 300,781 366,905 347,575 ― ― ― ― 

国 51.3 1,703 294,567 337,907 ― ― ― ― ― 

区分 

参考 

年収ベース(試算値)の比較 

公務員(Ｃ) 民間(Ｄ) Ｃ／Ｄ 

綾瀬市 ― ― ― 

 うち清掃職員 7,261,405 4,457,900 1.62 

うち道路整備員 7,438,319 ― ― 

うち施設作業員 ― ― ― 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用

しています。（令和４年～令和６年の３ヶ年平均） 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形

態等の点において完全に一致しているものではありません。 

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均

給与月額を１２倍したものを、公務員においては前年度に支給された期末・

勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値で

す。 

（注）１ 「平均給料月額」とは、令和８年４月１日現在における職種ごとの

職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域

手当、住居手当、時間外勤務手当等のすべての諸手当の額を合計し

たもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているも

のです。 



 また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家

公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出し

ています。 

 

(7) 職員の初任給の状況（令和８年４月１日現在） 

区分 綾瀬市 神奈川県 国 

一般行政職 大学卒 242,000 円 232,000 円 232,000 円 

高校卒 213,100 円 200,300 円 200,300 円 

技能労務職 高校卒 213,100 円 195,800 円 － 

中学卒 200,300 円 － － 

（注）「国」は、令和７年４月１日現在の値です。 

 

(8) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

（令和８年４月１日現在） 

区分 経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 25 年 経験年数 30 年 

一般行

政職 

大学卒 290,388 円 372,175 円 408,720 円 407,750 円 

高校卒 271,566 円 ― 396,800 円 ― 

技能労

務職 

高校卒 ― ― ― 381,050 円 

中学卒 ― ― ― ― 

 

(9) 職員の手当の状況 

① 期末手当・勤勉手当 

綾瀬市 神奈川県 国 

１人当たり平均支給額 

（令和７年度）  

1,785 千円 

１人当たり平均支給額 

（令和６年度） 

1,867 千円 

－ 

（令和７年度支給割合） 

期末手当 勤勉手当

2.525 月分 2.125 月分

(1.425 月分) (1.025 月分)
 

（令和６年度支給割合） 

期末手当 勤勉手当

  2.5 月分 2.1 月分

(1.4 月分) (1.0 月分)
 

（令和６年度支給割合） 

期末手当 勤勉手当

2.5 月分 2.1 月分

(1.4 月分) (1.0 月分)
 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等によ

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等によ

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等によ



る加算措置 

・役職加算 5～20％ 

る加算措置 

・役職加算 5～20％ 

・管理職加算 10％～20％ 

る加算措置 

・役職加算 5～20％ 

・管理職加算 10％～25％ 

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

② 勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職） 

令和７年度中における運用 管理職員 一般職員 

○イ．人事評価を活用している   

 
活用している成績率 

支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○ 

上位、標準の成績率     

標準、下位の成績率     

標準の成績率のみ（一律）     

ロ．人事評価を活用していない   

 活用予定時期   

 

③  退職手当（令和７年４月１日現在） 

綾瀬市 国 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年 19.67 月分 24.587 月分 

勤続 25 年 28.04 月分 33.271 月分 

勤続 35 年 39.758 月分 47.709 月分 

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 

その他加算措置 

（定年前早期退職特例措置 割増率 2～20％) 

1 人当たり平均支給額  3,617 千円 23,693 千円 
 

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 

勤続 20 年 19.67 月分 24.587 月分 

勤続 25 年 28.04 月分 33.271 月分 

勤続 35 年 39.758 月分 47.709 月分 

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 

その他の加算措置 

（定年前早期退職特例措置 割増率 2～45％) 
 

 

④  地域手当（令和８年４月１日現在） 

支給率 国の制度（支給率） 

12％ 10％ 

（注）  退職手当の１人当たり平均支給額は、令和７年度に退職した職員に支

給された平均額です。 



 

支給実績（令和７年度決算） 329,548 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和７年度決算） 475,538 円 

支給対象職員数（令和７年３月３１日時点） 693 人 

 

 

 

 

⑤  特殊勤務手当（令和８年４月１日現在） 

支給実績（令和７年度決算） 2,372 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和７年度決算） 16,136 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和７年度） 21.1％ 

手当の種類（手当数） 8 手当 

手当の名称 主な支給対象職員及び業務 

支給実績 

(令和７年度

決算) 

左記職員に対する支

給単価 

感染症等接触手当 (1) 感染症、狂犬病等の救護治療、看護、防疫作

業､病毒汚染物処理作業又は患者若しくは死人

の輸送業務等に従事した職員 

(2) 家畜伝染病で伝染病を有する家畜又はその疑

いのある家畜の防疫業務に従事した職員 

63千円 日額２５０円 

危険物取扱手当 危険物の保安の監督業務に従事した職員 7千円 １回５００円 

行旅死亡人等取扱

手当 

行旅死亡人等の検死立会い及び死体処理に従事し

た職員 

0 円 
日額１，０００円 

消防手当 消防車両の運転に従事した消防職員 553 千円 大型 日額２００円 

普通 日額１５０円 

消防特殊業務手当 (1) 救急救命処置を行う業務に従事した消防職

員 

133 千円 
日額５００円 

(2) 次に掲げる業務に従事した消防職員 

ア 地面又は水面からの高さがおおむね10メー

トル以上ある足場の不安定な場所、揮発油等

が散乱して引火のおそれがある場所その他こ

れらに準ずる場所として規則で定める場所で

1,136 千円 

日額２００円 



消防活動を行う業務 

イ 一酸化炭素、硫化水素その他人体に有害な

ガスが発生し、若しくは発生するおそれがあ

る場所又は酸素が欠乏している場所において

化学防護服又は空気呼吸器を着装して消防活

動を行う業務 

ウ 血液、排せつ物又はおう吐物が付着してい

る傷病者への接触を伴う業務 

エ 心肺機能停止状態にある傷病者に対する胸

骨圧迫心マッサージを行う業務 

オ 一見して死亡状態と判断できる者又は観察

等の結果、死亡状態と判断できる者を観察す

る業務 

災害応急業務手当 (1) 災害現場において行う巡回監視の業務に従

事した職員 

0 千円 日額９５０円 

（適用区域において

従事した場合は、日

額１，４４０円） 

(2) 災害現場における重大な災害の発生した箇

所若しくは発生するおそれの著しい箇所において

行う応急作業等に従事した職員 

0 千円 

日額１，４４０円 

(3) 噴火により重大な災害が発生し、又は発生す

るおそれがある場合において災害対策基本法第６

０条第１項の規定に基づき居住者等が避難のため

の立退きを指示された地域又は同法第６３条第１

項の規定に基づき設定された警戒区域で行う災害

状況の調査、巡回監視、工事の監督等の業務に従

事した職員 

0 千円 

日額１，４４０円 

(4) 異常な自然現象若しくは大規模な事故によ

り重大な災害が発生した箇所又はその周辺におい

て行う遭難救助等の業務に従事した職員 

0 千円 日額１，１２０円 

（適用区域において

従事した場合は、日

額１，４４０円） 

(5) 適用区域において行う避難所の運営、り災証

明に係る家屋調査の業務その他市長が必要と認め

る業務に従事した職員 

0 千円 

日額１，４４０円 



社会福祉業務手当 社会福祉主事の職務又は査察指導の職務として、

生活保護に係る訪問調査業務に従事した職員 

117 千円 
日額２００円 

特殊車両運転手当 (1) 清掃、バキューム又は道路維持作業用の自動

車の運転に従事した職員 

347 千円 日額１５０円 

(2) グレーダー等の運転に従事した職員 9 千円 日額５００円 

(3) バケットドーザ等の運転に従事した職員 5 千円 日額２５０円 

 

⑥  時間外勤務手当 

支給実績（令和７年度決算） 258,092 千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和７年度決算） 389 千円 

支給実績（令和６年度決算） 246,287 千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 327 千円 

（注）職員 1 人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和

７年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職

員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であ

り、短時間勤務職員を含みます。 

 

⑦ その他の手当（令和８年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と異なる

内容 

支給実績 

（令和７年度

決算） 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（令和７年度決算） 

扶養 

手当 

配偶者 

0 円 
同じ  

70,485 千円 
252,636 円 

279 人 

配偶者以外の扶養親族 

子:13,000 円 

父母等:6,500 円 

同じ  

満16歳の年度初めから満22歳の

年度末までの子の特定加算 

5,000 円 

同じ  

住居 

手当 

借家(限度額) 

市内：29,700 円 

市外：27,000 円 

異なる 28,000 円 52,942 千円 
206,804 円 

256 人 



手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と異なる

内容 

支給実績 

（令和７年度

決算） 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（令和７年度決算） 

持家 

市内：5,000 円 

市外：  0 円 

異なる 支給なし 

通勤 

手当 

交通機関（２Km 以上） 

 全額支給 

(限度額 55,000 円) 

異なる (限度額150,000円) 

50,923 千円 
88,254 円 

577 人 

交通用具（２Km 以上） 

2km～5km  3,000 円 
異なる 2,000 円 

5km～10km  4,700 円 異なる 4,200 円 

10km～15km 7,300 円 同じ  

15km～20km 10,400 円 同じ  

20km～25km 13,500 円 同じ  

25km～30km 16,600 円 同じ  

30km～35km 19,700 円 同じ  

35km～40km 22,800 円 同じ  

40km～45km 25,900 円 同じ  

45km～50km 29,100 円 同じ  

50km～55km 32,300 円 同じ  

55km～60km 35,500 円 同じ  

60km 以上   38,700 円 同じ  

駐車場等に係る手当 

(限度額 5,000 円) 
同じ  

管理 
職 
手当 

部長、担当部長 
85,000 円 

異なる 

 
72,700 円 

68,910 千円 
774,269 円 

89 人 

参事 
70,000 円 

59,500 円 

課長、担当課長 
65,000 円 

55,500 円 
主幹 

50,000 円 

休日 

勤務 

手当 

休日の勤務時間に勤務した勤

務時間に対し支給(勤務 1 時間

当たりの給与額の 100 分の

135) 

同じ  26,603 千円 ― 



手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と異なる

内容 

支給実績 

（令和７年度

決算） 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（令和７年度決算） 

管理 

職員 

特別 

勤務 

手当 

管理職員が災害への対処等の

臨時又は緊急の必要により、午

前0時から午前5時までの間で

正規の勤務時間以外の時間に

勤務した場合、勤務１回につき

6,000 円を超えない範囲内の額

を支給。 

異なる 

管理職員が災害へ

の対処等の臨時又

は緊急の必要によ

り、平日深夜に勤務

した場合、勤務１回

につき6,000円を超

えない範囲内の額

を支給。 

340 千円 ― 

 

 (10) 特別職の報酬等の状況（令和８年４月１日現在） 

区  分 給  料  月  額  等 

給
料 

  
（参考）類似団体における最高額／最低額 

（令和７年４月１日現在） 

市 長 

副市長 

教育長 

911,000 円 

740,000 円 

684,000 円 

1,120,000 円 ／ 510,000 円 

934,000 円 ／ 614,600 円 

― 円 ／    ― 円 

報 

酬 

議 長 

副議長 

議 員 

530,000 円 

429,000 円 

398,000 円 

757,000 円 ／ 400,000 円 

670,000 円 ／ 326,000 円 

606,000 円 ／ 303,000 円 

期
末
手
当 

市長・副市長 

教育長・議長 

副議長・議員 

（令和７年度支給割合） 

     4.55 月分 

退
職
手
当 

 

市 長 

副市長 

教育長 

（算定方式）         （１期の手当額） （支給時期） 

給料月額×勤続期間×400／100      14,576,000 円   任期毎 

給料月額×勤続期間×300／100      8,880,000 円   任期毎 

給料月額×勤続期間×200／100      4,104,000 円   任期毎 

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額です。 

２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給

率に基づき、１期（４年＝４８月、教育長は３年＝３６月）勤めた場

合における退職手当の見込額です。 

 

 

(11) 旅費の概要 



公務出張に要する費用を旅費として支給しています。 

  その概要は次のとおりです。 

種 類 内     容 

支 給 額 

市長、副市長 

及び教育長 

その他 

の職員 

鉄道賃・船賃・ 

航空賃・車賃 
運賃等を支給しています。 運賃等の額 

宿泊料 
宿泊に要し現に支払った額を支給します。 実費額 

（上限 59,000 円） 

旅行雑費 

外国への出張に係る旅行者の予防注射料、

旅券交付手数料、旅券査証手数料、外貨交

換手数料及び入出国税を支給しています。 

実費額 

死亡手当 
外国への出張中に死亡した場合に定額で支

給します。 
640,000 円 520,000 円 

 


